
　 ・複写機、印刷機の契約及び保守管理

　 ・市税収納管理事務

　 ・塩原保健福祉センター

　 ・市民協働の推進

　 ・管路管理台帳整備事業

　 ・市ホームページ

　 ・一部事務組合の見直し

　【２２年度までの改革改善で

　 ・福利厚生事業
　 ・公共工事コスト縮減（フォローアップ）
　 ・一般廃棄物収集運搬業務
　 ・３清掃センターの統合
　 ・施設振興公社に関すること（自主的な経営に移行）
　 ・公立保育園管理運営事業
　 ・職員定数管理（退職者と新規採用者との調整による職員数減）

平成２３年度　集中行財政改革プラン進捗状況

　　 そのほか、平成２２年度までに実施した改革改善により、

　　２３年度に経費削減効果があらわれた事業】

8 職員定員の適正化
1 1

630,287 194,268

計
90 7 97

2,328,739 603,442 2,932,181

11 職員の意識改革
2 2

10 財源の確保
8 8

4,569 4,569

9 給与の適正化
1 1

17,128 17,128

824,555

7
地方分権に対応した
組織・機構の見直し

2 1 3
14,173 14,173

6 情報の公開
1 1 2

5
財政状況と経費削減
効果の公表

1 1

4
公営企業等の経営
全化

10 1 11

38,241 38,241

3 市民との協働
7 1 8

143,617 143,617

2 民間委託等の推進
9 9

88,769 15,348 104,117

1,785,781

1-2 補助金等の見直し
1 1

効果額:千円 効果額:千円 効果額:千円

1-1
事務事業の整理
化等

47 3 50

1,391,955 393,826　【実施事業】

２　総括表

改革プラン項目

年度別実施事務事業数

H17～H22 H23 計

実施件数 実施件数 実施件数

 　　平成２３年度は、７事務事業を実施しました。

１　実施状況

　 ７事務事業で平成２３年度に経費の削減効果が現れました。
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（単位：千円）

効果額

単位：千円

1

複写機・印刷機の契約
及び保守管理

【総務部】

＊支所ごとに複写機・印刷機の
機種、配置数、リース契約方法
が違っている

＊支所単位での一括導入の方法
に変更する
＊適正な台数の配置に変更

＊一括契約による経費の削減
＊適正な台数の配置による経費削減

6,672

2

市税収納管理事務
(納税啓発報奨金等)

【総務部】

＊固定資産税と市県民税の普通
徴収分について、納期前納税に
対し報奨金を交付している
＊交付率1/100、上限額20万円
＊県内でも高い交付率と上限額
となっている

＊預金金利と他市町村と比較し
適正なものにしていく

＊経費の削減 76,635

3
塩原保健福祉センター

【保健福祉部】

＊建物本体、付帯設備、入浴施
設、デイサービス等の施設があ
る
＊事務所内にシルバー人材セン
ター及び社会福祉協議会がある
＊老朽化が著しく維持管理費用
に多くの費用がかかる
＊栃木県医師会塩原温泉病院か
ら分湯をしている

＊塩原保健福祉センターのあり
方検討

＊業務の効率化 -

4
市民協働の推進

【企画部】

＊市民と行政の役割を明確に
し、協働のまちづくりを推進し
ている

＊協働のまちづくりに関する庁
内研究会、市民会議等の設置
＊協働のまちづくりの指針の策
定

＊指針に基づく協働のまちづくりの
推進

-

5

《水道事業》

管路管理台帳整備事業

【上下水道部】

＊配水管、導水管、送水管の台
帳

＊電子データ化する

＊維持管理体制の確立による経費の
削減・事務の効率化
＊危機管理体制の確立による安全性
の確保
＊維持管理の適正化
＊漏水事故が発生した場合の早期対
応

-

（１）事務事業の再編・整理、廃止・統合

３　項目別進捗状況

№ 改革の実施内容

 　 ①事務事業の整理合理化等

事務事業名

【部局名】

＊水道施設管理システムの稼働

改革の効果

＊一部（36台）の一括導入の実施

＊指針の策定、市民への公表

＊施設廃止の決定(H24.9月末廃止)
＊入居団体の移転先決定

＊23年度課税分より、交付率及び上限を次の通
り引き下げた。

　　　交付率：0.5/100、上限額：10万円

事業の概要 改革の概要
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効果額

単位：千円
№ 改革の実施内容

事務事業名

【部局名】
改革の効果事業の概要 改革の概要

6
市ホームページ

【企画部】

＊市からの情報発信として、イ
ンターネット上にホームページ
を開設し運営している

＊市ホームページを通じて、住
民が必要とする情報を積極的に
発信する仕組みを整備する
＊システムの見直しにあわせ、
わかりやすく利用しやすいホー
ムページの運用を検討する

＊住民サービスの向上
＊住民と行政の情報共有が図られる

-

7
一部事務組合の見直し

【企画部】

＊他の市町と共同で事務を行う
ため、広域行政事務組合や消
防、市場、火葬場の組合を設置
している

＊組合議員の定数を削減する
＊組合のあり方を検討する

＊負担金の削減 -

83,307

平成23年度実施事業（7件）

＊CMS(コンテンツマネジメントシステム)を更新
し、ホームページを刷新した。

合計

＊那須地区広域行政事務組合の育委員会廃止
(視聴覚ライブラリ事業廃止)
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1 福利厚生事業

＊職員の福利厚生のための事業
を互助会で実施する
＊一人当たり15,000円以内の補
助を交付する

＊福利厚生事業における職員
の負担と市の負担の割合は１
対１を基本に、事業目的に見
合う負担割合により実施する
＊地方公務員法の規定に基づ
き行うべき職員の福利厚生事
業について、助成内容を検討
する

＊経費の削減

＊平成20年度に助成内容、負担割合を変更した。
＊平成23年度に福利厚生事業のうち、通信教育受講
助成及び団体旅行事業助成を廃止し、リフレッシュ
旅行助成額の引き下げ、芸術鑑賞等助成の市負担廃
止。脳健診助成及び新規インフルエンザ予防接種助
成の市負担割合5割とした。

1,500

○

公共工事コスト縮減

平成１９年度から実施する公共
工事のうち、設計金額１３０万
円超えの工事を対象としてコス
ト縮減を図る。

「限られた予算や資源、時間
との最適な組み合わせにより
高品質の目的物を低価格で創
造・提供する」ことを目的
に、工事コストの縮減、工事
の時間的コストの低減、ライ
フサイクルコストの低減、工
事における社会的コストの低
減、工事の効率性向上による
長期的コストの低減等公共工
事の縮減を図る。

効果額

2 121,925

＊平成18年度に「那須塩原市公共工事コスト縮減に
関する行動計画」策定し、平成19年度から実施。
＊平成20年度～平成23年度に行動計画フォローアッ
プ実施

「品確法」の趣旨に沿いなが
ら直接的工事コスト低減、時
間的コスト低減、品質向上に
よるライフサイクルコスト低
減等を柱とする施策の展開に
より、総合的なコスト縮減を
図ることができる。

○

単位:千円

４　改革実施事業で平成２３年度に削減効果の現れた事務事業

（１）事務事業の再編・整理、廃止・統合

　① 事務事業の整理合理化等

№ 事務事業名 事業概要 改革の概要 改革の効果
改革の実施時期（年度）

Ｈ２０ Ｈ２１

○

Ｈ２２Ｈ１８Ｈ１７ Ｈ１９

3 一般廃棄物収集運搬業務

家庭から出される一般廃棄物の
収集は3地区とも委託業務として
実施している
なお、黒磯地区の一部は直営で
ある

委託業務に関しては、新たな
積算根拠を導入する
直営で実施している業務を委
託業務とする

経費の削減
[削減目標10,600千円]

62,007＊平成21年度から各地区の積算根拠統一し、市内を6
地区に分けてごみ収集業務委託を実施
（5年間の継続契約）

4 3清掃センターの統合

清掃センターは合併前の旧3市町
の施設を継続運用している
3施設とも耐用年数が迫ってお
り、早急に新施設を整備する必
要がある

広域ごみ処理計画にもとづ
き、3施設を統合した新ク
リーンセンターを整備する

ごみ処理経費、人件費の削減
最新設備の導入によるダイオ
キシン対策や環境への負荷軽
減

○

125,087＊平成21年度に新クリーンセンター本格稼動開始、
旧3施設廃止
＊平成22年度から那須塩原クリーンセンター稼動
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Ｈ２２Ｈ２１ 単位：千円

○

○

（２）民間委託の推進

改革の効果
改革の実施時期（年度） 効果額

Ｈ１７ Ｈ１９ Ｈ２０

Ｈ１８

＊指定管理者制度の受託事業
者としての体制確立
＊市職員派遣の縮小、廃止を
検討する

＊自主的な経営に移行
＊補助金の削減

＊施設振興公社に対する補助金
の交付、議会報告を行う

Ｈ１８
№ 事務事業名 事業概要 改革の概要

2,639

＊平成19年度から受託事業の特化（指定管理外受託
事業の減）、組織のスリム化による市派遣職員の縮
小を実施。
＊平成21年度以降、自主的な経営に移行（市派遣職
員の縮小、補助金の削減）を行った。

5 施設振興公社に関すること

平成22年度までに改革改善を実施した事業の23年度経費削減効果額　計520,135千円　

効果額改革の実施時期（年度）

○

194,268

＊技能労務職については退職者不補充を基本とし
て、業務委託や臨時職員での代替などで対応したこ
と、事務職では組織機構改革による組織のスリム化
や業務委託、指定管理者制度の導入などにより団塊
世代の退職とあわせて新規採用者数を抑制したこと
が職員数減につながった。
＊平成22年度は、組織の一部見直し等による職員数
の減。

＊総人件費の抑制
＊平成23年の目標達成時に
は、平成17年度の平均人件費
から推計すると平成17年度と
比較して
7億2,000万円の削減が見込め
る。

（８）職員定員の適正化

№ 事務事業名 事業概要 改革の概要 改革の効果
単位：千円Ｈ２１ Ｈ２２Ｈ２０

7
定数管理(定員適正化計画）
に関すること

＊定員適正化計画の推進

＊平成23年4月1日の目標職員
数を平成17年4月1日現在から
90人（9.5%）削減する。
＊取り組み事項
　◇事務処理の合理化
　◇組織機構の改革
　◇外部委託の推進
　◇計画的な職員の採用
　◇多様な任用形態の導入促
進

Ｈ１７ Ｈ１９

12,709

＊平成21年度に保育園整備計画を基に民営化保育園
を選定（市立ゆたか保育園）し、事業者の募集・決
定を行った。
＊平成23年度に私立ゆたか保育園が開園（定員120
名）

6 公立保育園管理運営事業

＊就労等により家庭において十
分保育できない児童を家庭の保
護者に代わって保育することを
目的とする施設

＊民間に事業を委託するので
はなく、市の施設を条例廃止
し、民間に保育施設として譲
与する

＊民間活力導入により、より
特色のある保育が期待できる
＊運営費が国庫補助の対象と
なることによる経費の削減
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％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％ ％

９８．２

９９．３

▲２５

▲１１６

▲１２．２

２３年度実績

９７．２

８９．６

９８．９

９５．８

Ｈ２１．４．１ Ｈ２２．４．１ Ｈ２３．４．１

８６０

▲１０

▲９０累計増減数（人）

累計増減率（％）

－

５　参考資料

（８）職員定員の適正化

時点 Ｈ１７．４．１ Ｈ１８．４．１ Ｈ１９．４．１ Ｈ２０．４．１

目標職員数（人） ９５０ ９５１

対前年増減数（人） － １

９５０ ９３８ ８８５ ８７０

▲１ ▲１２ ▲５３ ▲１５

後期高齢者医療保険料 ９８．２ ９８．５ ９９．１

▲６．８ ▲８．４

実
　
績

職　員　数(人） ９５０

計
　
画

９５１

１ ０ ▲１２

－ ０．１ ０

９２６ ８９７

▲１．３

対前年増減数（人） １

累計増減数（人） １

８８５ ８５９

▲２５ ▲２９ ▲１２ ▲２６

１９年度実績 ２０年度実績

累計増減率（％） ０．１ ▲２．５

▲２４ ▲５３ ▲６５ ▲９１

▲５．６ ▲６．８

種　　　別 １６年度実績 １７年度実績 １８年度実績

９５．７ ９５．９

国民健康保険税 ８６．５ ８４．１ ８３．８ ８３．５

９５．９９５．７ ９５．５市税(国民健康保険税を除く) ９６．０

９７．６ ９７．６ ９７．９９７．８

８１．４ ８２．９

２２年度実績

９６．８

２３年度目標値

９８．２ ９７．９介護保険料 ９７．９ ９７．４

※平成２０年度改定

８８．４ ８１．５

▲９．６

▲６５ ▲８０

▲９．５

８３４

２１年度実績

（１０）財源の確保（収納率）
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